ホットライン報告　　　　　　　　　2019年3月8日　NPO法人官製ワーキングプア研究会
公共サービス非正規労働者の電話相談を行いました 

都道府県、市区町村、国に直接雇われている非正規公務員、さらには社会福祉協議会や外郭団体の財団や社団、事業委託の民間会社、福祉法人、NPO法人などに雇われている非正規労働者を対象に3月1日(金)、2日(土) の2日間、午前10時から午後7時まで電話相談を実施しました。 

　2日間限定ですが、私どもNPO法人官製ワーキングプア研究会の理事役員、会員さらにはご協力いただいている労組役員、弁護士、非正規当事者などが電話応対に当たりました。 

　
　電話及びメールに連絡があったのは、2日間で25人で、内訳は下記の表をご覧ください。
　今回の電話相談・ホットラインは恒常的でなく一時的開設だったため、認知度も低く、電話番号も広くは周知されていない状況にあって、25人から相談があったことは、当事者のニーズが高かったことを示しています。

	機関
	職種等
	性別
	　相　　談　　内　　容

	　
	　
	女
	男
	更新
	賃金・報酬
	休暇・福利
	会計年度
	人間関係
	ハラスメント
	公務災害
	その他

	自治体
	相談員
	4
	　
	1
	1
	　
	　
	2
	　
	　
	1

	　
	事務系
	3
	　
	1
	1
	　
	3
	　
	1
	　
	　

	　
	福祉・保育
	1
	　
	1
	　
	1
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	図書館
	1
	　
	　
	1
	　
	　　　　1
	　
	　
	　
	　

	　
	学校
	1
	1
	1
	1
	1
	　１
	　
	　
	　
	　

	　
	その他
	3
	　
	1
	1
	1
	　
	　
	　
	　
	　

	国
	厚労省
	1
	2
	3
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	その他
	2
	　
	2
	　
	　
	　
	　
	1
	1
	　

	民間
	　
	3
	2
	1
	2
	　
	　
	1
	2
	1
	2

	家族
	　
	1
	　
	1
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　計
	　
	20
	5
	12
	7
	3
	5
	3
	4
	2
	3


特徴的だったのは、厚労省ハローワークの年度更新の通告時期に当たったため、その相談が多かったことが挙げられます。全労働から役員に来ていただいたので、的確な応対が出来ました。また、他の国家公務員非正規職員からの相談も全労働や国公一般を紹介するなど、連携が大切で、役に立つことが分かりました。
　自治体非正規からは会計年度任用職員制度に関しての相談、問い合わせが目立っています。業務研修に参加したら講師が「新制度は経費がかさむので委託を検討したらどうか」との情報、現在はフルタイム臨時職員だが、「新制度では1日5分勤務時間を短くする」という「フルタイム逃れ」の事例、正規職労組が初めて非正規職に制度の説明をしたが、当事者の意見や要望も取らないので、自分たちで何とかしたい、決裁文書のファイル作業などをしているが、その文書の中に「2020年には嘱託員制度が廃止になると書かれていてびっくりしました。私たちは雇い止めにあうのでしょうか」という電話もありました。
妊娠・出産休暇や育児休暇に関する相談も数件、婦人相談員や家庭児童相談員からもかかってきています。
自治体の非正規公務員からの相談では、その大半の自治体に労働組合があったことも特徴です。つまり、正規職労組が非正規職員にとっては機能していないことを意味しています。自治体首長にも公務員労組にも非正規労働者に関して責任感が希薄と痛感しました。
公務・公共部門非正規職対象として初めて実施した電話相談ですが、労組や弁護士などと連携して常設相談窓口を設置する必要性が高いと再確認しました。日本の労働組合組織率は約17％、これは全労働者平均ですから、非正規労働者は10％を大きく下回っています。未組織の非正規労働者の声を受けとめ、声を改善へと進めていくことが労働運動にとって社会的責務ではないでしょうか。

　　　　　　　　＜連絡、問い合わせ＞

　　　　　　　　　　　NPO・官製ワーキングプア研究会　理事長　白石　孝

　　　　　　　　　　　 　kanseiwakingupua1950@yahoo.co.jp  090-2302-4908
